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救急車利用に影響を与える諸要因について

特に軽症者の利用に焦点を当てて
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目的　救急搬送率の都道府県格差要因を定量的に明らかにし，救急車適正利用を促す施策に係る

基礎資料を提供することを目的として，研究を実施した。

方法　消防庁が作成した資料である1993年救急搬送率の都道府県別データを使用した。分析に先

だって研究の枠組みを設定する際に，救急搬送率の都道府県格差に軽症者利用が最も大きな

影響を与えていることを明らかにしたので，これに焦点を当てた。まず，軽症救急搬送人員

の多い事故種を明らかにしたうえで，この事故種について年齢階級別救急搬送率（人口1万

対）間の相関を分析した。つぎに，事故種別救急搬送率を従属変数とし，これと相関の高い

社会的要因を説明変数とする重回帰分析を行った。分析には，SPSS（Windows版）を使用

した。

結果　1.　事故種11のうち，急病，交通事故， 一般負傷 の順に多く， この3種で9割を超えた。

この3つの各事故種別軽症救急搬送率と全事故種を合わせた軽症救急搬送率とは，何れも

が高い正の相関を示した。

　2.　急病，交通事故，一般負傷の何れにおいても，年齢階級別軽症救急搬送率間の相関係

数は0.8を超えており，高い正の相関を認めた。また，急病と一般負傷を比較すると，すべ

ての年齢階級において相関係数が0.9を超える非常に高い正の相関があった。

　3.　急病・一般負傷による軽症救急搬送率が多い地域では，行政サービス利用に係る権利

意識の強さを反映する行政訴訟の率が多く，家庭における対処能力が低い核家族世帯の割

合が高かった。

　4.　交通事故による軽症救急搬送率が多い地域では，自動車・自動二輪車による道路混雑

度と関係する自動車等台数（一般道路1km対）が多く，普通自動車運転免許の男性保有者

率が多かった。

結論　救急搬送率の都道府県格差に対して，医学的緊急性以外の要因が大きな影響を及ぼしてい

ることが示唆された。救急車の適正利用を促す施策の実施が望まれる。
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